
1850年以降の国土利用の経緯（草地、農地、陸水域、沿岸）
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戦後復興 高度経済成長 安定成長 バブル経済 長期不況

放牧地 → 人工草地

官牧（東北・信州） 火入れの制限

化学肥料・輸入飼料

火入れによる草原維持

刈敷き・飼葉・萱場の利用 草地放棄 → 二次林化

萱屋根 → トタン屋根

農地改革

田畑の永代売買禁止令の廃止

地券の発行・地租改正

食料・農業・農村基本法農業基本法制定

農業構造改善事業（圃場整備、機械化）

企業の農業参入自由化

食料不足の深刻化

農地法 農地法改正

農業の多面的機能（自然環境の保全）

GATTウルグアイラウンド

農業労働力の都市への流出

大土地所有の形成

耕地整理法

地主・小作制 → 自作農化

開拓使設置

所得の均衡、選択的拡大（野菜・畜産物）

自作農の維持安定、農地の転用規制

草地

農地

土地改良法

農用地の改良、開発、保全、集団化分散所有者の集団化

区画の正形化

土地改良法改正

牛肉・オレンジの輸入自由化

＜草地＞戦後には、燃料・飼料などの供給の場としての機能を失い、利用されなくなった。草地面積は大幅に減少。

＜農地＞高度経済成長期に農業労働力が都市に流出し、産業としての効率化が図られたが、農業就業者の減少、貿易自由化が進展した。農地面積は大幅に減少し、耕作放棄地が増加している。

＜陸水域＞戦後の洪水被害と高度経済成長期の水需要の増大を受けて、治水に加えて利水を目的とした河川管理が進められた。また、都市部の水害や水質汚濁への対応が行われてきた。

＜沿岸＞戦後の高潮被害を受けて海岸の防護が進められた。高度経済成長期には沿岸部の土地利用の需要が高まり、埋立や干拓が進められた。

飼料輸入量の推移

草地面積の推移

食料輸入量の推移

耕地面積の推移

耕作放棄地面積の推移

陸水域

沿岸

大河川で洪水被害頻発 全国的な大水害

水需要の増大

洪水被害の頻発（伊勢湾台風等）

明治三陸地震津波 昭和三陸地震津波

旧河川法・砂防法

舟運需要

河川法

水需要の増大

都市水害の頻発

水質汚濁防止法

河川法改正
多自然川づくり開始

国主体の治水、本格的な河川改修

生活用水・工業用水

治水に加えて利水を目的化、水域一貫管理 湖沼水質保全特別措置法 治水・利水に加えて環境を目的化

近世の治水

高潮被害の頻発（伊勢湾台風等） チリ地震津波

堤防・護岸等による海岸の防護

海岸法

面的防護方式（離岸堤、人工リーフなど）

エココースト事業開始
海岸法改正

港湾法・漁港法 港湾法・漁港法改正

国連海洋法条約締結米ソが漁業専管水域を設定

公有水面埋立法
公有水面埋立法改正

海砂利採取の盛期

環境を目的化

河川・湖沼の水質汚濁

水質汚濁防止法
瀬戸内海環境保全特別措置法

ダム貯水量

（1900年からの累積）

ダム竣工数

自然海岸延長

埋立面積

（1955年からの累積）
海洋基本法制定
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近世の地主・小作制

食糧管理法 食糧管理法廃止

川砂利採取の盛期

近世の干拓 干拓（八郎潟など）

横浜港修築工事

臨海部の土地造成需要の増大

川崎地先水面

の埋立事業

臨海コンビナート建設

環境を目的化
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